
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ施工の導入に関する補助金・助成金

補助金・助成金・税制優遇・低利融資等制度の内容は、
最新の情報、詳細を必ず申請者ご本人にて確認をお願いします！
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関東地方整備局補助金と助成金の違い

補助金 助成金

国（経済産業省（中小企業庁））や
自治体などが、何らかの政策目的
達成のために支援する制度

国（厚生労働省）が雇用関係や人
材育成等を支援するための制度

条件を満たした上で
審査を通過すれば交付される

条件を満たしていれば
交付される
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関東地方整備局
ＩＣＴ施工導入に利用できる可能性がある補助金・助成金等

ＨＰ実施機関補助率・補助額対象概要制度

独立行政法人
中小企業基盤整
備機構

【通常枠】
補助率 １/２以内

（最低賃金近傍の事業者※は2/3以内）
補助額

・ITﾂｰﾙの業務ﾌﾟﾛｾｽが1～3つ：
5～１５０万円

・4つ以上：１５０～４５０万円
※令和6年10月から令和7年9月の間で3か月
以上、令和7年度改定の地域別最低賃金未満で
雇用していた従業員数が全従業員の30%以上
であることを示した事業者

購入費

クラウド
利用料

導入
関連費

生産性の向上に資す
るＩＴツール（ソフト
ウェア、サービス）の
導入費用
クラウド利用料を最
大2年分補助し、保守
運用等の導入関連費
用も支援

デジタル化・ＡＩ導入
補助金
（旧：ＩＴ導入補助金）

①

独立行政法人
中小企業基盤整
備機構

【製品・サービス高付加価値化枠】
補助率 中小企業 1/2

小規模・再生 2/3
補助額 750万円～2,500万円

※大幅賃上げを行う場合は、上限額引き上
げの特例あり

購入費生産性向上に資する
革新的サービス開発・
試作品開発・生産プロ
セスの改善を行うた
めの設備投資

ものづくり補助金
（ものづくり・商業・サー
ビス生産性向上促進補
助金）②

独立行政法人
中小企業基盤整
備機構

【カタログ型】
補助率 1/2
補助額 ５００万円～1,000万円

【一般型】新制度
補助率 中小企業1/2、小規模・再生 2/3
補助額 750万円～8,000万円

※大規模賃上げを行う場合の特例あり

購入費IoTなどの生産性向
上に効果的な汎用製
品を導入することで、
生産性の向上につな
げる

中小企業省力化投資
補助金【カタログ型】
【一般型】

③

商工会議所地区
小規模事業者持
続化補助金事務
局

【一般型（通常枠）】
補助率 2/3
補助額 50万円

※インボイス特例+50万円
賃金引き上げ特例150万円

購入費
広報費
など

持続的な経営に向け
た経営計画に基づく
販路開拓等の取組を
支援

小規模事業者持続化
補助金

④

補助金

申請締切
6次10/30（金）
7次12/1（火）

交付申請
応募申請

申請締切
２０回12/15（火）
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関東地方整備局

ＨＰ実施機関対象概要制度

厚生労働省研修費
賃金補填

事業主等が雇用する労働者に対して、その職
務に関連した専門的な知識および技能を習
得させるための訓練経費や賃金の一部を助
成する制度

人材開発支援助成金
（人材育成支援コース ほか）

①

厚生労働省経費補填
賃金補填

建設業の中小事業主が若年者（３５歳未満）又
は女性を建設技能労働者等として試行雇用
に助成する制度

トライアル雇用助成金
（若年・女性建設労働トライアル
コース）②

厚生労働省経費補填
賃金補填

建設労働者の雇用環境の改善や建設労働者
の技能の向上等を図るための取組みに対し
て助成する制度

人材確保等支援助成金
（建設キャリアアップシステム等
普及促進コース ほか）③

厚生労働省経費補填
賃金補填

生産性向上のために、設備投資や人材育成な
どを実施し、かつ事業場内の最低賃金の引き
上げ等を支援する制度

業務改善助成金

④

厚生労働省経費補填
賃金補填

経済上の理由により事業活動の縮小を余儀
なくされた場合に、雇用の維持を図るための
休業、教育訓練、出向に要した費用を助成す
る制度

雇用調整助成金

⑤

厚生労働省経費補填
賃金補填

生産性を向上させ、時間外労働の削減や年次
有給休暇や特別休暇の促進に向けた環境整
備に取り組む中小企業事業主を支援する制
度

働き方改革推進支援助成金

⑥

ＩＣＴ施工導入に利用できる可能性がある補助金・助成金等

助成金
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関東地方整備局
ＩＣＴ施工導入に利用できる可能性がある補助金・助成金等

ＨＰ実施機関対象概要制度

中小企業庁
市区町村
（「導入促進基
本計画の同意
を受けている
場合）

固定資産税市町村に認定された計画に基づき、
中小企業が新しい機械やソフトを導
入すると、税制や金融面で優遇を受
けられる制度

先端設備等導入制度

①

中小企業庁法人税
不動産取得税

経営力向上計画を国に認定してもら
い、要件を満たす設備を購入すると、
即時償却か税額控除のどちらかで税
負担を軽減できる制度

中小企業経営強化税制
（中小企業等経営強化法に基づ
く支援）②

法人税機械装置等の対象設備を取得や製作
等した場合に税制控除を適用できる
制度

中小企業投資促進税制

③

日本政策金融
金庫

購入費
賃借費

ITツール・システムを導入して生産性
向上や経営改善を図る際に利用でき
る公的融資制度

ＩＴ活用促進資金

④

税制優遇・低利融資

補助金・助成金・税制優遇・低利融資等制度の
最新の情報、詳細につきましては、必ず申請者ご本人にて確認をお願いします！ 5



関東地方整備局
補助金・助成金等を活用する際の事前準備

４．補助金等の応募申請は、ほとんどがインターネットを利用した「電子申請」
➢ 電子申請には「gBizID(ＧビズＩＤ)」の取得が必須！
➢ ID取得には、申請から2週間程度

事前準備

gBizID（ＧビズＩＤ）とは？
gBizＩＤは、法人・個人事業主向け共通認証システムです。
gBizＩＤを取得すると、１つのＩＤ／パスワードで複数の行政サービスにログイン可能です。
gBizＩＤには、「プライム」、「メンバー」、「エントリー」という３種類のアカウントがありますが、
ほとんどの電子申請に使える「gBizＩＤプライム」の取得をおすすめします。

１．事業の方針に合わせた補助金・助成金等を選択
➢ 補助金・助成金自体が目的とならないよう、自社で進めたい事業の方針や改善したい

課題を再確認し、課題に応じた補助金・助成金の選択が必要

３．資金繰り計画
➢ 補助金・助成金は交付が決定し次第、一定期間が経過した後に交付されるため、

それまでは自社で資金調達が必要
後払いであると認識したうえでの資金計画が必要

2．申請期間を考慮した申請資料の準備
➢ 申請には基本要件として設定された労働生産性の向上目標や賃上げの目標を記載した

事業計画書等さまざまな提出書類が必要
事業を進めながらの申請作業となるため、時間に余裕をもった準備が必要
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関東地方整備局
①デジタル化・ＡＩ導入補助金（旧：ＩＴ導入補助金）

IT導入補助金のしくみ 「デジタル化・ＡＩ導入補助金２０２６」ＨＰより
ICT関係は『通常枠』で応募
３次元データ作成のための
ソフトウェア、保守、サポート等
の導入費に適用

・労働生産性の向上を目的として、業務効率化やDX等に向けた
ITツール（ソフトウェア、サービス等）の導入を支援する補助金

・対象となるITツール（ソフトウェア、サービス等）は事前に事務局
の審査を受け、補助金HPに公開（登録）されているもの※1

・また、相談対応等のサポート費用やクラウドサービス利用料等も
補助対象に含まれる

・補助金申請者は、デジタル化・AI導入補助金事務局に登録され
た「IT導入支援事業者」とパートナーシップを組んで申請すること
が必要※1

※1 複数社連携IT導入枠を除く
https://it-shien.smrj.go.jp/schedule/

申請枠の種類
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締切日

2026年10月30日 17:006次締切

2026年12月 1日 17:007次締切

事業スケジュール



関東地方整備局
①デジタル化・ＡＩ導入補助金（旧：ＩＴ導入補助金）

【通常枠】 https://it-shien.smrj.go.jp/schedule/
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関東地方整備局
①デジタル化・ＡＩ導入補助金（旧：ＩＴ導入補助金）

【通常枠】

３次元データ作成のための
・ソフトウェア、保守、
サポート等の導入費

※ ソフトウェア等を導入

300万円分
↓

約150万円の補助

ITツール等の
導入費用を支援！
・業務の効率化
・DXの推進等
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関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０２６」ＨＰより

①デジタル化・ＡＩ導入補助金（旧：ＩＴ導入補助金）

【第6次締切日】

202６年10月30日（金）
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関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０2６」ＨＰより

①デジタル化・ＡＩ導入補助金（旧：ＩＴ導入補助金）

ＳＥＣＵＲＩＴＹ ＡＣＴＩＯＮとは
中小企業自らが情報セキュリティ対策に取り組むことを
自己宣言する制度
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関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０２６」ＨＰより

【参考】デジタル化・AI導入補助金202６ 加点項目一覧

【参考】申請要件の例（IT導入補助金202６ 公募要領（通常枠）一部抜粋）

（イ）交付申請の直近月において、申請者が営む事業場内の最低賃金が法令上の地域別最

低賃金以上であること。

（ク）補助事業者の労働生産性について、以下要件を全て満たす３年間の事業計画を策定

し実行すること。

一 1年後に労働生産性を３％以上向上させること。

二 事業計画期間において労働生産性を年平均成長率を３％以上とすること。

三 労働生産性の向上の目標が実現可能かつ合理的であること。

（ケ）IT導入支援事業者と確認を行ったうえで、生産性向上に係る情報（営業利益、人件費、

減価償却費、従業員数及び就業時間、給与支給総額、事業場内最低賃金（事業場内で最も

低い賃金）等）を事務局に報告すること。

①デジタル化・ＡＩ導入補助金（旧：ＩＴ導入補助金）

※「デジwith」および「IT戦略ナビwith」は2025年4月1日（火）10時00分からホーム
ページが公開されます。 本加点を受ける場合は、ホームページ公開後に「IT戦略
ナビwith」 を実施しIT導入補助金を申請してください。
＜「デジwith」ホームページのURL＞ https://digiwith.smrj.go.jp/
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関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０２６」ＨＰより

【重要】
必ず、交付決定後に
ソフトウェア等を導入
交付決定前に発注・
契約等を行った場合
は、補助金の交付を
受けられません。

【重要】
事業が適正に行われなかった場
合、実績報告期間中に正しく実
績報告が出来なかった場合は、
補助金の交付を受けられません。

※事業実施報告における注意点
ITツールを解約・利用停止した場合、補助事業を取りやめた場合、目標に
定められた要件の達成状況判定前に事態した場合、事業実施報告が未報
告又は計画未達の場合は、補助金の返還、是正措置などの対応がとられる
場合がある。

①デジタル化・ＡＩ導入補助金（旧：ＩＴ導入補助金）

【重要】
承認が行われない場合、補助金が
交付されません。
確定検査の内容に相違が無い場
合、必ず承認を行ってください。
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関東地方整備局

令和7年公募締切日等（令和6年）参考 「ＩＴ導入補助金２０２４・２５」ＨＰ掲載資料より集計

①デジタル化・ＡＩ導入補助金（旧：ＩＴ導入補助金）

申請数・交付決定数（通常枠）
２０２４年（R6）・２０２５年（R7）

R6
採択率

R７
採択率

交
付

R6

申
請

R6

申
請

R７

交
付

R７

7次6次5次4次3次2次1次

R7.3.31（R6.2.16）公募開始日

R7.3.31（R6.2.16）受付開始日

R7.12.2
(R6.10.15)

R7.10.31
(R6.8.23)

R7.9.22
(R6.7.19)

R7.8.20
(R6.6.19)

R7.7.18
(R6.5.20)

R7.6.16
(R6.4.15)

R7.5.12
(R6.3.15)

申請締切日
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3577
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2742 2,976
2624 2456

1511 1447
1174
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関東地方整備局
②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）

「ものづくり補助金総合サイト」より

ICT施工に関係する下記機器等に適用可能
①３次元計測機器（レーザースキャナ等）
②３次元設計データ作成ソフトウェア
③ICT建設機械及び後付けのマシンガイダンス（MG）キット
④3次元出来形管理ツール 等
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

【参考】第２３次公募

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）

19



関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）

21



関東地方整備局

事業計画作成のポイント

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）

審査項目を意識

技術面－製品やサービスの開発が革新的であるか?
課題解決の方法が明確で具体的か?

事業化面－事業化の方法・スケジュール等が具体的か?
製品・サービスの市場性はあるか?
企業の収益性・生産性は向上するか？

政策面－地域経済への貢献など、国の政策に合致しているか?

審査項目は公募要領に記載されている
ので、必ず内容を確認してください。
採択されるためには、
審査項目を満たすことが重要です。

加点項目を確認

ものづくり補助金には「加点項目」があります。
（年度によって変更あり）
最大6項目について加点の申請を行うことが可能。
各要件に合致した場合のみ加点されます。

加点項目を満たすことで、採択される
可能性が高まります。
ものづくり補助金の事業計画作成とも
に加点項目を確認してください。
減点項目もあるので注意が必要です。

専門家のアドバイス
事業計画書は事業者の責任で必ず作成
してください。
専門家は事業者が考える事業計画のア
ドバイスを行い、事業計画書の作成を
支援する立場です。

不明な点がある場合は、専門家等のアドバイスを受けることも可能
例えば、商工会議所・商工会等への相談、専門家派遣制度などの
利用も一つの方法です。

※本補助事業の申請に際して認定経営革新等支援機関や専門家等
（以下「事業計画書作成支援者」という。）の支援を受ける場合には、
事業者による事業の遂行や計画達成を企図しない不適切な業者等
に注意してください。
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関東地方整備局

参考 過去の公募締切日等 「ものづくり補助金総合サイト」掲載資料より集計

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）

21次20次19次18次17次16次15次

令和7年7月25日令和7年4月25日令和7年2月14日令和6年1月31日令和5年12月27日令和5年7月28日令和5年4月19日公募開始日

令和7年10月3日令和7年7月1日令和7年4月11日令和6年3月11日令和6年2月13日令和5年8月18日令和5年5月12日申請開始日

令和7年10月24日令和7年7月25日令和7年4月25日令和6年5月9日令和6年3月1日令和5年11月7日令和5年7月28日申請締切日

申請数・採択者数
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5,694 5,608

629

5,777
5,336

2,453

1,872

2,861 2,738

185

2,070
1,698

825
638

50%
49%

29%

36%

32%
34% 34%
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60%
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】
応募・交付申請は随時受け付けています。
申請にあたっては、最新の情報を確認して
ください。

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】
応募・交付申請は随時受け付けています。
申請にあたっては、最新の情報を確認して
ください。

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより

※補助金申請は販売事業者と共同で事業計画を策定し、共同申請

※

※
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより

補助金申請は販売事業者と共同で
事業計画を策定し、共同申請
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】
「中小企業省力化投資補助金」HPより

カタログに掲載されているICT関連機器

※製品カテゴリ毎に登録されている。

※カタログに掲載される製品は随時更新されますので、カタログの更新情報等にご留意ください。
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより

31



関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】

32

「中小企業省力化投資補助金」HPより



関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより

33



関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】
「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局④小規模事業者持続化補助金

中小企業庁「中小企業対策関連予算」HPより
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関東地方整備局④小規模事業者持続化補助金

中小企業庁「中小企業対策関連予算」HPより

事業計画書の作成においては、他の補助金制度と同様に
審査項目・加点項目を意識した上で作成するのが重要です。
また、減点項目についても注意が必要となります。

【参考】 第１６回公募における加点項目
①重点政策加点
・赤字賃上げ加点
・事業環境変化加点
・東日本大震災加点
・くるみん、えるぼし加点

②政策加点
・賃上げ加点
・パワーアップ型加点
・経営力向上計画加点
・事業承継加点
・過疎地域加点
・一般事業主行動計画策定加点
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関東地方整備局④小規模事業者持続化補助金

中小企業庁「中小企業対策関連予算」HPより

①機械装置等費 ③ウェブサイト関連費
・３次元CADソフト ・建設DXソリューション など
・ドローン
・トータルステーション など
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